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５ 受験資格
\ 次に該当する者として、介護等の業務に３
年以上従事した者（平成26年１月25日までに
３年以上従事する見込みの者を含む。）
ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に
規定する障害児通所支援事業を行う施設、
児童発達支援センター及び障害児入所施設
（整備法第５条による改正前の児童福祉法
に規定する知的障害児施設、知的障害児通
園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施
設及び重症心身障害児施設を含む。）の入所
者の保護に直接従事する職員（児童指導員、
職業指導員、心理指導担当職員、作業療法
士、理学療法士、職能訓練担当職員及び言
語機能訓練担当職員並びに医師、看護師そ
の他医療法に規定する病院として必要な職
員を除く。）
イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律（平成17年法律第
123号。以下「障害者総合支援法」という。）
附則第41条第１項の規定によりなお従前の
例により運営をすることができることとさ
れた同法附則第41条第１項に規定する身体
障害者更生援護施設（同法附則第35条の規
定による改正前の身体障害者福祉法（昭和
24年法律第283号）第29条に規定する身体
障害者更生施設、同法第30条に規定する身
体障害者療護施設及び同法第31条に規定す
る身体障害者授産施設に限る。）、同法に規
定する地域活動支援センターを行う事業所
又は障害者支援施設の従業者のうち、その
主たる業務が介護等である者

シ 指定認知症対応型通所介護（指定地域密
着型サービスに該当する介護保険法第８条
第17項に規定する認知症対応型通所介護を
いう。）又は指定介護予防認知症対応型通所
介護（同法第54条の２第１項に規定する指
定地域密着型介護予防サービスをいう。以
下「指定地域密着型介護予防サービス」と
いう。）に該当する同法第８条の２第15項に
規定する介護予防認知症対応型通所介護を
いう。）を行う施設（老人デイサービスセン
ターを除く。）の介護職員
ス 指定小規模多機能型居宅介護（指定地域
密着型サービスに該当する介護保険法第８
条第18項に規定する小規模多機能型居宅介
護をいう。）又は指定介護予防小規模多機能
型居宅介護（指定地域密着型介護予防サー
ビスに該当する同法第８条の２第16項に規
定する介護予防小規模多機能型居宅介護を
いう。）の介護従業者
セ 指定認知症対応型共同生活介護（指定地
域密着型サービスに該当する介護保険法第
８条第19項に規定する認知症対応型共同生
活介護をいう。）又は指定介護予防認知症対
応型共同生活介護（指定地域密着型介護予
防サービスに該当する同法第８条の２第17

項に規定する介護予防認知症対応型共同生
活介護をいう。）の介護従業者
ソ 指定複合型サービス（指定地域密着型
サービスに該当する介護保険法第８条第22

項に規定する複合型サービスをいう。）の介
護従業者

ウ 生活保護法（昭和25年法律第144号）に
規定する救護施設及び更生施設の介護職員
エ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）に
規定する老人デイサービスセンター、老人
短期入所施設及び特別養護老人ホームの介
護職員
オ 障害者総合支援法に規定する障害福祉
サービス事業のうち居宅介護、重度訪問介
護、同行援護、行動援護、生活介護、短期
入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行
支援、就労継続支援（重度障害者等包括支
援において提供される場合を含む。）若しく
は共同生活援助又は療養介護を行う事業所
の従業者のうち、その主たる業務が介護等
である者

カ 障がい者制度改革推進本部等における検
討を踏まえて障害保健福祉政策を見直すま
での間において障害者等の地域生活を支援
するための関係法律の整備に関する法律
（平成22年法律第71号）第３条による改正
前の障害者自立支援法に規定する児童デイ
サービスを行っている事業所の従業者のう
ち、その主たる業務が介護等である者
キ 指定訪問介護（介護保険法（平成９年法
律第123号）第41条第１項に規定する指定
居宅サービス（以下「指定居宅サービス」
という。）に該当する同法第８条第２項に規
定する訪問介護をいう。）又は指定介護予防
訪問介護（介護保険法第53条第１項に規定
する指定介護予防サービス（以下「指定介
護予防サービス」という。）に該当する同法
第８条の２第２項に規定する介護予防訪問
介護をいう。）の訪問介護員等
ク 指定通所介護（指定居宅サービスに該当
する介護保険法第８条第７項に規定する通
所介護をいう。）若しくは指定介護予防通所
介護（指定介護予防サービスに該当する同
法第８条の２第７項に規定する介護予防通
所介護をいう。）又は指定短期入所生活介護
（指定居宅サービスに該当する同法第８条
第９項に規定する短期入所生活介護をい
う。）若しくは指定介護予防短期入所生活介
護（指定介護予防サービスに該当する同法
第８条の２第９項に規定する介護予防短期
入所生活介護をいう。）を行う施設（老人デ
イサービスセンター及び老人短期入所施設
を除く。）の介護職員
ケ 指定訪問入浴介護（指定居宅サービスに
該当する介護保険法第８条第３項に規定す
る訪問入浴介護をいう。）又は指定介護予防
訪問入浴介護（指定介護予防サービスに該
当する同法第８条の２第３項に規定する介
護予防訪問入浴介護をいう。）の介護職員
コ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（介護保険法第42条の２に規定する指定地
域密着型サービス（以下「指定地域密着型
サービス」という。）に該当する同法第８条
第15項に規定する定期巡回・随時対応型訪
問介護看護をいう。）の訪問介護員等

サ 指定夜間対応型訪問介護（指定地域密着
型サービスに該当する介護保険法第８条第
16項に規定する夜間対応型訪問介護をい
う。）の訪問介護員

ツ 老人福祉法に規定する養護老人ホーム、
軽費老人ホーム及び有料老人ホーム並びに
介護保険法に規定する介護老人保健施設そ
の他の施設であって、入所者のうちに身体
上又は精神上の障害があることにより日常
生活を営むのに支障がある者を含むものの
職員のうち、その主たる業務が介護等の業
務である者、障害者総合支援法附則第48条
の規定によりなお従前の例により運営する
ことができることとされた同条に規定する
精神障害者社会復帰施設（同条の規定によ
る改正前の精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律（昭和25年法律第123号）第50

条の２第１項第１号に規定する精神障害者
生活訓練施設、同項第２号に規定する精神
障害者授産施設及び同項第４号に規定する
精神障害者福祉工場）、同法附則第58条第
１項の規定によりなお従前の例により運営
をすることができることとされた同法附則
第58条第１項に規定する知的障害者援護施
設（同法附則第52条の規定による改正前の
知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）
第21条の６に規定する知的障害者更生施
設、同法第21条の７に規定する知的障害者
授産施設及び同法第21条の８に規定する知
的障害者通勤寮）、身体障害者福祉工場、
知的障害者福祉工場、福祉ホーム及び独立

タ 指定通所リハビリテーション（指定居宅
サービスに該当する介護保険法第８条第８
項に規定する通所リハビリテーションをい
う。）若しくは指定介護予防通所リハビリ
テーション（指定介護予防サービスに該当
する同法第８条の２第８項に規定する介護
予防通所リハビリテーションをいう。）又は
指定短期入所療養介護（指定居宅サービス
に該当する同法第８条第10項に規定する短

期入所療養介護をいう。）若しくは指定介護
予防短期入所療養介護（指定介護予防サー
ビスに該当する同法第８条の２第10項に規
定する介護予防短期入所療養介護をいう。）
を行う施設の介護職員
チ 指定特定施設入居者生活介護（指定居宅
サービスに該当する介護保険法第８条第11

項に規定する特定施設入居者生活介護をい
う。）、指定地域密着型特定施設入居者生活
介護（指定地域密着型サービスに該当する
同法第８条第20項に規定する地域密着型特
定施設入居者生活介護をいう。）又は指定介
護予防特定施設入居者生活介護（指定介護
予防サービスに該当する同法第８条の２第
11項に規定する介護予防特定施設入居者生
活介護をいう。）を行う施設の介護職員
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